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 （趣旨）

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

（昭和３１年法律第１６２号）および義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律（昭和３８年

法律第１８２号）に基づき、品川区教育委員会（以下「教育委員会」という。）が区立学校で使用する教

科用図書（（特別な教科道徳を含む。）以下「教科書」という。）を採択するための調査研究および資料作

成に関し必要な事項を定めるものとする。

 （採択の方針）

第２条 教育委員会は、教育委員会の教育目標実現に向け、総合的に判断して採択を行う。

２ 教科書採択のための調査研究および資料作成にあたっては、学習指導要領および品川区立学校教育要領

の趣旨に基づき、調査基準を定め、速やかに区民へ公開するものとする。

 （調査研究等の基本方針）

第３条 教科書採択のための調査研究および資料作成にあたっては、学習指導要領の趣旨に基づき、公正を

期さなければならない。

（教科用図書調査検討委員会）

第４条 教育委員会の調査依頼に応じ、教科書採択に必要な調査資料を作成するため、小学校および義務教

育学校（前期課程）または中学校および義務教育学校（後期課程）ごとに教科用図書調査検討委員会（以

下「検討委員会」という。）を置く。

２ 検討委員会の委員は、校長、副校長、学識経験者および保護者もしくは地域代表者のうちから２０人以

内で構成し、教育長が委嘱する。

３ 委員の任期は、委嘱の日から同年の８月３１日までとする。

４ 検討委員会に委員長および副委員長を置き、教育長が指名する。



５ 委員長は検討委員会の事務を統括し、検討委員会を代表する。

６ 副委員長は委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。

７ 委員長または副委員長が欠けたときは、すみやかに補充指名するものとする。

（教科書調査研究会）

第５条 検討委員会の資料作成に必要な研究資料を作成するため、区立学校の各検討委員会に教科書調査研

究会（以下「研究会」という。）を設置する。

２ 研究会の会員は、検討委員会委員である区立学校の校長・副校長および教員のうちから９０人以内で構

成し、委員長が委嘱する。

３ 会員の任期は、委嘱の日から同年の８月３１日までとする。

４ 研究会に会長および副会長を置き、検討委員会委員長が指名する。

５ 会長は研究会の事務を統括し、研究会を代表する。

６ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるときはその職務を代理する。

７ 研究会に教科ごとの部会を置く。

８ 部会長は、検討委員会委員である校長および副校長とする。

９ 会長または副会長が欠けたときは、すみやかに補充指名するものとする。

 （調査資料）

第６条 検討委員会で作成する調査資料は種目別とする。

２ 調査資料は、各教科書の特色等に留意して具体的に記述し、単に教科書相互の比較は避けなければなら

ない。

３ 調査資料の様式は別に定める。

 （附則第９条教科書）

第７条 学校教育法附則第９条の規定による教科書の採択に関し必要な事項は別に定める。

 （簡易採択）

第８条 学習指導要領の改訂に伴う移行期間に使用する教科書の採択については、当該移行期間に係る移行

措置の内容が現行の内容と大きな変更がない場合に限り、第４条、第５条および第６条に規定する採択の

ための組織の設置および手続きを簡略化することができる。

（委員の解任等）

第９条 教育長は、検討委員会委員または研究会会員が教科書の選定に直接の利害関係を有する等その職務

を行うに適当でないと認めるときは、当該委員または会員を解任または解嘱することができる。

 （調査研究の公正確保）

第 10条 検討委員会及び研究会の検討内容、名簿等は、当該年の８月３１日まで非公開とする。
 （委任）

第 11条この要綱を運用するために必要な事項は、教育長が別に要領を定める。

附 則

 この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

  附 則

 第 2 条の改正、第３条第１~３項の改正および第７項の追加、第４条第１~３項の改正および第８・９項
の追加、第６~９条の改正
この要綱は、平成１２年６月２６日から施行する。



 附 則

第８条の改正

この要綱は平成１３年８月７日から施行する。

 附 則

第３条第２・３項の改正、第４条第２・３項および第８項の改正、第８条の改正

この要綱は平成１７年４月１日から施行する。

附 則

 第６条の見出し・同条の改正

 この要綱は平成２０年４月１日から適用する。

附 則

 第２条の追加、第３～１０条の改正

 この要綱は平成２７年５月１日から適用する。

  附 則

 第１条、第４条、第５条の改正

 この要綱は平成２８年４月１日から適用する。

  附 則

 第１条の改正、第２条第２項の改正、第８条の追加、第９条～１１条の改正

 この要綱は平成３０年４月１日から適用する。

附 則

 第４条の改正

 この要綱は平成３１年４月１日から適用する。


